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しかし，日本に存在する多くの社会資本は 1964 年の東京オリンピックの頃に整備された首都高速 1 号
線をはじめ，高度経済成長期に集中的に建設されたものである．よって例えば道路橋の場合，建設して






















表-1.1 建設後 50 年経過する社会資本の割合(出典:国土交通省) 
社会資本 平成 25年 3月 平成 35 年 3月 平成 45年 3月 
道路橋(橋長 2m以上の橋約 70万のうち) 約 18% 約 43% 約 67% 
トンネル(約 1万本) 約 20% 約 34% 約 50% 
河川管理施設(約 1万施設) 約 25% 約 43% 約 64% 
下水道管きょ(総延長:約 45万 km) 約 2% 約 9% 約 24% 
港湾岸壁(約 5 千施設) 約 8% 約 32% 約 58% 
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図-1.1 都道府県別の社会資本ストック(出典:日本の社会資本 2012) 
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 DSGE モデルは土木計画の分野でも，ベイズ推定を利用し社会資本を組み込んだ DSGE モデルに関す
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 一般的に，DSGE モデルを用いた分析の手順は以下のような流れである． 
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 第 2 章では，本研究で構築するモデル構造について説明する．各経済主体についての行動，社会資本
の急速な老朽化による想定外な毀損の定義，モデルの解法が主な内容である． 
 
 第 3 章では，パラメータ推定について詳しく述べる．カルマンフィルターとベイズ推定という統計手
法，ベイズ推定を用いる際に重要になる事前分布の作成を引用，事後分布の解説を行う． 
 
 第 4 章では，シナリオ分析を行う．構築したモデルと推定した地域別のパラメータを用いて，2 つのシ
ナリオを通じて分析を行う． 
 
 第 5 章では，結論と今後の課題を述べる． 
 
第 2章 モデル構築 
 


































第 2章 モデル構築 
 
- 9 - 
 
2.1 各経済主体の行動  
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max yt − rt
kkt − wtnt 











ν  (2.3) 
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 ctは消費，βtは主観的割引率，θと ϕは異時点間の代替の弾力性である．E0は時点 t=0 での期待値を示
す．また，各期の予算制約式は以下のように与えられる． 
 
ct + kt+1 = wtnt + rt




















s.t. ct + kt+1 = wtnt + rt







−θ (1 + rt+1




 資本は民間資本と社会資本の 2 種類が存在する．まず，民間資本は下式のような推移式に従って，貯
蓄されるものとする． 
 





kgt = (1 − δgt)kgt−1 + igt (2.8) 
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−θ (1 + rt+1
k − δp) 







民間資本の推移式 kt = (1 − δp)kt−1 + it 
社会資本の推移式 kgt = (1 − δgt)kgt−1 + gt 
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例えば，社会資本ストック額が 100 で減耗率が 0.1 の投資が行われない社会資本を考える(図-2.2)．そ
うすると，45 期で社会資本ストック額が 1 を下回る．しかし，例えば，減耗率が 10 期と 20 期に急速な
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−𝛉 (𝟏 + 𝐫𝐭+𝟏




−θlnct = lnβ + ln(1 + rt







(ct − c) = lnβ + ln(1 + r 
k − δp) +
1
1 + rk − δp
(rt+1
k − r 
k) − θlnc −
θ
ct+1

















ŷt = ẑt + αk̂t + νk̂gt (2.15) 
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k = ẑt + (α − 1)k̂t + νk̂gt (2.16) 
 











(kt − k) = ln{(1 − δp)k + i} +
1 − δp
(1 − δp)k + i
(kt−1 − k) +
1
(1 − δp)k + i










kt = (1 − δp)kt + i (2.20) 
変形することで， 
 




k̂t = (1 − δp)k̂t−1 + δpît (2.22) 
 




k̂gt = (1 − δg)k̂gt−1 − δgδ̂gt +
y
kg
ĝ ̂t (2.23) 
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資本減耗率ショックが存在する．通常 DSGE モデルで構築するショックは 1 階の自己回帰過程(AR(1))に
従うと仮定する． 
 
ẑt = ρzẑt−1 + ϵzt (2.26) 
ĝt = ρgĝt−1 + εgt (2.27) 
δ̂gt = ρδgδ̂t−1 + εδgt (2.28) 
0 < ρx < 1  
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消費のオイラー方程式 Etĉt+1 − ĉt −
βrk
θ
r̂t+1 = 0 
生産関数 ŷt − ẑt − αk̂t − νk̂gt = 0 
資本レンタル料 r̂t
k − ẑt − (α − 1)k̂t − νk̂gt = 0 
民間資本の推移式 k̂t − δpît = (1 − δp)k̂t−1 
社会資本の推移式 k̂gt + δgδ̂gt −
y
kg







it̂ − ĝt = 0 
技術性ショック ẑt = ρzẑt−1 + ϵzt 
政府支出ショック ĝt = ρgĝt−1 + εgt 















 DSGEモデルを解くアルゴリズムはいくつかあるが，代表的なものは Blannchard and kahn（1980）とや
Uhlig(1999)，Sims(2002)などが存在する．本研究では Michel Juillard が DSGE モデルの分析のために開発
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τost = τ1st−1 + ψϵt + πηt (2.31) 
 
ここでstはt期に決まる内生変数のベクトルである． 
   st = [ŷt，ĉt，ît，k̂t，k̂gt，r̂t
k，ĝt，ẑt，δ̂gt，Eĉt+1，Er̂t+1] 
 Eĉt+1とEr̂t+1は t + 1の期待値であるが，予想値は t期に決まるので t期に決まる変数ベクトルに含まれ
ている．st−1はt − 1期に決まる内生変数のベクトルである． 
   st = [ŷt−1，ĉt−1，ît−1，k̂t−1，k̂gt−1，r̂t−1
k ，ĝt−1，ẑt−1，δ̂gt−1，Et−1ĉt，Et−1r̂t] 
 ϵtは t期に決まる外生変数ベクトルである． 
   ϵt = [ϵzt，ϵgt，ϵδgt] 
 ηtは t期に決まる予測誤差ベクトルである． 
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st = τ 
















































第 2章 モデル構築 
 
- 20 - 
 

















































Q′ΦZ′ = τo (2.42) 
Q′ΩZ′ = τ1 (2.43) 
 




ΦZ′ωt = Ωωt + Qψϵt + Qπηt (2.44) 
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−1Λ22，xt = Q(ψϵt + πηt)として，下側ブロックのωu.tをフォワードに解く． 
 
ωu.t = Mωu.t+1 − Ω22
−1xu.t+1 = M
2ωu.t+2 − MΩ22




















































(ψϵt+s + πηt+s) (2.49) 
 














第 2章 モデル構築 
 
- 22 - 
 
(2.51)式は合理的期待解が存在する条件である．(2.51)式が成立しても(2.45)式の上側ブロックにはηtに
依存する項(Q1πηtと ΦQ2πηt)が残っている．この 2 つの項で相殺することができれば，ηtを(2.45)式から
削除することができる．つまり以下の式が成り立てばよい． 
 
Q1π = AQ2π (2.52) 
Aは k×(n-k)の行列である．［I -Φ］を(1)式にかける． 
 
[




















Φ11 Φ12 − AΛ22
0 I
] Z′st = [
Ω11 Ω12 − ΦΩ22
0 0

















H = Z [
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3.2 MCMC 法 
3.3 事前分布 
3.3.1 データ 
3.3.2 公共投資対 GDP比の定常状態値 
3.3.3 社会資本の生産性 
3.4 事後分布 
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= Cst + ut (3.1) 
st = Ast−1 + Bϵt (3.2) 
 







st|t−1 = Ast−1|t−1 (3.3) 
Pt|t−1 = APt−1|t−1A
′ + BVB′ (3.4) 
νt|t−1 = yt − Cst|t−1 (3.5) 
Ft|t−1 = CPt|t−1C′ (3.6) 
 







st|t = st|t−1 + Pt|t−1C
′Ft|t−1
−1 νt|t−1 (3.7) 
Pt|t = Pt|t−1 − Pt|t−1C
′Ft|t−1


















−1 νt|t−1 (3.9) 
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 p は確率密度関数，L は対数尤度，Y はデータ，θはパラメータを示す．左辺は事後分布，右辺の分子
は対数尤度と事前分布を掛け合わせたもの，分子は定数である．この定数の逆数は基準化定数と呼ばれ，
解析的に計算できない．また，尤度もモデルによっては解析的に計算できず，右辺の分子も計算できな
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H = − [∂2p (
f(θ|Y)












∗ + ϵt (3.12) 
 




∗ と n − 1 回目にサンプリングされたθn−1
∗ を用いて以下の受容確率を計算する． 
 




, 1 ] (3.13) 
 
6) θn
∗を確率 q で受容し，残りの確率 1-q で棄却する。受容された場合はθn = θn
∗として，棄却されたな
らθn = θn−1とする． 
7) n<N ならば n=n+1 として，サンプリングを行うステップへ戻る． 
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受容比率を 25%になるように C を調整しているのは，この受容確率が低いと同じ値が続けて何度もサ
ンプリングされることになり非効率である．受容確率 q が大きければ，調整係数 C を小さくし，受容確
率 q が小さければ，調整係数 C を大きくする． 
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メータの分布系，平均値と標準偏差である．まず本研究に存在するパラメータは以下の 14 個である． 
 
表-3.1 本研究のパラメータ一覧 
番号 パラメータ名 記号 
(1) 割引率 β 
(2) 弾力性 θ 
(3) 民間資本分配率 α 




(5) 社会資本の生産性 ν 
(6) 民間資本減耗率 δp 
(7) 社会資本減耗率 δg 
(8) 生産性ショックの持続性 ρz 
(9) 政府支出ショックの持続性 ρg 
(10) 社会資本減耗率ショックの持続性 ρδg 

















設定について 3.3.3 で詳しく述べるとする． 
 
表-3.2 既往研究からのキャリブレーション 
パラメータ名 記号 数値 
割引率 β 1/1.04 
弾力性 θ 1.5 
民間資本分配率 α 0.33 
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うパラメータだけは，既往研究を参考に各地域で設定した．設定について 3.3.4 で詳しく述べるとする． 
 
表-3.3 推定するパラメータの一覧と事前分布 
パラメータ名 記号 分布 平均値 標準偏差 
社会資本の生産性 ν 正規 各地域(3.3.4 で詳しく述べる) 0.1 
民間資本減耗率 δp ベータ 0.1 0.01 
社会資本減耗率 δg ベータ 0.1 0.01 
生産性ショックの持続性 ρz ベータ 0.6 0.1 
政府支出ショックの持続性 ρg ベータ 0.6 0.1 








−θ (1 + rt+1





− 1 + δp (3.14) 
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 これより，消費対 GDP 比の定常状態値が求まる．最後に社会資本の推移式kgt+1 = (1 − δgt)kgt + gtの
定常状態の場合を考えると， 
 

















期間 平成 13 年から平成 25 年，平成 2 年から平成 15 年 
データ 民間消費，GDP，民間投資，公共投資対 GDP 比 
 







基準のデータは平成 13 年から 25 年までしか存在しない．期間が短いと尤度関数が滑らかになり，最適
なパラメータの値を求めることが困難になる．そこで，本研究では接続計数を用いて，平成 17 年基準(平
成 13 年から平成 25 年)，平成 12 年基準(平成 8 年から平成 21 年)と平成 7 年基準(平成 2 年から平成 15
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1) 平成 12 年基準の中の平成 12 年デフレータを平成 7 年基準の中の平成 12 年のデフレータで除し，リ
ンク係数を計算する 
2) 平成 8 年以前(平成 2 年から平成 7 年)のデフレータとリンク係数を乗ずることで，平成 12 年基準(平
成 2 年から平成平成 21 年)の接続データを作成する． 
3) 平成 17 年基準のデフレータのデータと 2)で作成した接続データを利用して同様なことをする． 
 
表 3.5 から表 3.11 は上記の接続データを各地域でまとめたものである．  
 
表-3.5 北海道・東北(左:平成 7 年基準と平成 12 年基準の接続，右:平成 12 年基準と平成 17 年基準の接続) 
   
 
表-3.6 関東(左:平成 7 年基準と平成 12 年基準の接続，右:平成 12 年基準と平成 17 年基準の接続) 















平成８年 99.24326752 101.3356898 101.33569
平成９年 100.4546917 102.4751282 102.47513
平成１０年 100.2071001 102.2315803 102.23158
平成１１年 98.70443993 100.9961359 100.99614
平成１２年 97.30368074 99.82927641 1.0259558 99.8
平成１３年 96.49190415 98.48775685 98.487757
平成１４年 95.25326123 96.86091148 96.860911



















平成１３年 98.48775685 105.528334 105.52833
平成１４年 96.86091148 103.4410699 103.44107
平成１５年 95.8146126 102.5524968 102.5525
平成１６年 94.64293094 101.1753547 101.17535
平成１７年 93.01763635 99.67537895 1.0715751 99.675379
平成１８年 92.22456501 98.60460532 98.604605
平成１９年 91.47284083 97.54416412 97.544164
平成２０年 91.53779296 96.97134957 96.97135












平成８年 99.40771175 101.6127522 101.6127522
平成９年 99.96577994 102.2019567 102.2019567
平成１０年 99.87835029 102.056868 102.056868
平成１１年 98.81603814 101.1072587 101.1072587
平成１２年 97.43916356 99.86199153 1.024865 99.86199153
平成１３年 96.1937685 98.01474572 98.01474572
平成１４年 95.08539345 96.66909585 96.66909585



















平成１３年 98.01474572 105.3261546 105.3261546
平成１４年 96.66909585 103.7604346 103.7604346
平成１５年 96.06527714 103.2357384 103.2357384
平成１６年 95.00964388 101.552426 101.552426
平成１７年 93.84009624 99.7667536 1.063157 99.7667536
平成１８年 93.70331407 98.60855855 98.60855855
平成１９年 93.00819787 97.35562099 97.35562099
平成２０年 92.49300583 96.22556856 96.22556856
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表-3.7 中部(左:平成 7 年基準と平成 12 年基準の接続，右:平成 12 年基準と平成 17 年基準の接続) 
   
 
表-3.8 近畿(左:平成 7 年基準と平成 12 年基準の接続，右:平成 12 年基準と平成 17 年基準の接続) 
   
 
表-3.9 中国(左:平成 7 年基準と平成 12 年基準の接続，右:平成 12 年基準と平成 17 年基準の接続) 











平成８年 99.87472759 102.8271848 102.8271848
平成９年 100.8482278 104.0281492 104.0281492
平成１０年 100.5673832 103.6170857 103.6170857
平成１１年 98.47503161 101.9060139 101.9060139
平成１２年 96.59770763 100.2825738 1.0381465 100.2825738
平成１３年 95.42248742 99.3690131 99.3690131
平成１４年 94.16411961 97.71365659 97.71365659



















平成１３年 99.3690131 105.182291 105.182291
平成１４年 97.71365659 103.4615185 103.4615185
平成１５年 96.24607338 102.3139602 102.3139602
平成１６年 94.69088703 101.1267345 101.1267345
平成１７年 93.42774049 100.2039191 1.0725286 100.2039191
平成１８年 92.6192044 99.25373177 99.25373177
平成１９年 91.35967544 98.26840268 98.26840268
平成２０年 90.62710227 96.65160015 96.65160015












平成８年 99.59162155 101.5321784 101.5321784
平成９年 100.7972091 102.6481229 102.6481229
平成１０年 100.5971994 102.310849 102.310849
平成１１年 99.15462846 100.9651045 100.9651045
平成１２年 97.89829438 99.72417347 1.0186508 99.72417347
平成１３年 97.00331024 98.39982961 98.39982961
平成１４年 95.79336435 96.84999136 96.84999136



















平成１３年 98.39982961 106.2489539 106.2489539
平成１４年 96.84999136 104.4034451 104.4034451
平成１５年 95.87497165 103.419091 103.419091
平成１６年 95.0117163 102.3357015 102.3357015
平成１７年 93.89933122 100.4486859 1.0697487 100.4486859
平成１８年 93.90235927 99.40719699 99.40719699
平成１９年 93.72030436 98.86203123 98.86203123
平成２０年 93.77182379 98.74082823 98.74082823












平成８年 99.88627454 101.9459459 101.9459459
平成９年 100.997293 103.0633703 103.0633703
平成１０年 100.6581269 102.6878161 102.6878161
平成１１年 99.40302492 101.3566437 101.3566437
平成１２年 98.28660589 100.4581431 1.0220939 100.4581431
平成１３年 97.69557453 99.47473668 99.47473668
平成１４年 96.54667221 97.95408834 97.95408834



















平成１３年 99.47473668 104.5006682 104.5006682
平成１４年 97.95408834 102.9727438 102.9727438
平成１５年 96.88303175 101.5648422 101.5648422
平成１６年 96.12235334 100.6957658 100.6957658
平成１７年 95.56116837 99.74097418 1.0437396 99.74097418
平成１８年 95.3185837 99.01675292 99.01675292
平成１９年 95.1083299 98.28724723 98.28724723
平成２０年 94.87435958 97.61821734 97.61821734
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表-3.10 四国(左:平成 7 年基準と平成 12 年基準の接続，右:平成 12 年基準と平成 17 年基準の接続) 




表-3.11 九州(左:平成 7 年基準と平成 12 年基準の接続，右:平成 12 年基準と平成 17 年基準の接続) 






ングパラメータは年率の 100 とする． 
 













平成８年 99.76812478 100.7987342 100.7987342
平成９年 100.8276278 101.9618197 101.9618197
平成１０年 100.3047319 101.49065 101.49065
平成１１年 99.40815155 100.6015391 100.6015391
平成１２年 98.53043887 99.9099865 1.0140012 99.9099865
平成１３年 97.48486451 98.62011433 98.62011433
平成１４年 96.58647916 97.49457262 97.49457262



















平成１３年 98.62011433 103.796705 103.796705
平成１４年 97.49457262 102.2271397 102.2271397
平成１５年 96.73079656 101.3889283 101.3889283
平成１６年 96.52672922 100.5175838 100.5175838
平成１７年 96.63475512 100.2015024 1.0369096 100.2015024
平成１８年 96.7838413 99.7007502 99.7007502
平成１９年 97.18256765 99.17675418 99.17675418
平成２０年 97.59298244 98.57429769 98.57429769












平成８年 99.55142186 101.5932454 101.5932454
平成９年 100.6886548 102.8257902 102.8257902
平成１０年 100.5021714 102.5467232 102.5467232
平成１１年 99.37376498 101.6425622 101.6425622
平成１２年 97.87998746 100.4401121 1.0261558 100.4401121
平成１３年 96.85843253 99.20287813 99.20287813
平成１４年 95.92609422 97.7167664 97.7167664



















平成１３年 99.20287813 105.1404878 105.1404878
平成１４年 97.7167664 103.4919346 103.4919346
平成１５年 96.69340853 102.6277157 102.6277157
平成１６年 95.56217507 101.4924783 101.4924783
平成１７年 94.15294089 100.2018801 1.0642459 100.2018801
平成１８年 93.66475124 99.26822284 99.26822284
平成１９年 93.58965845 98.54484564 98.54484564
平成２０年 92.96959285 97.95443405 97.95443405
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SHIKOKU_LOG Trend Cycle
Hodrick-Prescott Filter (lambda=100)
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90 92 94 96 98 00 02 04 06 08 10 12
KINKI_LOG Trend Cycle
Hodrick-Prescott Filter (lambda=100)
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90 92 94 96 98 00 02 04 06 08 10 12
KANTO_LOG Trend Cycle
Hodrick-Prescott Filter (lambda=100)
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JAPAN_LOG Trend Cycle
Hodrick-Prescott Filter (lambda=100)
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90 92 94 96 98 00 02 04 06 08 10 12
SHIKOKU_LOG Trend Cycle
Hodrick-Prescott Filter (lambda=100)
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3.3.2 公共投資対 GDP比の定常状態値 
 





公共投資対 GDP 比の定常状態値は，3.3 で述べた通り推定するのではなくあらかじめ値を決めるパラ
メータである．推定しないパラメータは効用関数の弾力性など人の特性を示すものが多いので全地域で
同じ値を用いているが，公共投資対 GDP 比の定常状態値は 3.3.1 で作成したデータにより，地域差を示
すパラメータだということが分かる(表-3.12)．この値は平成 2 年から平成 25 年までの各地域の公共投資
の平均を平成 2 年から平成 25 年までの各地域の GDP の平均で除した値である． 
 
表-3.12 各地域の公共投資対 GDP 比の定常状態値 
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JAPAN_LOG Trend Cycle
Hodrick-Prescott Filter (lambda=100)
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表-3.14 各地域の調節係数と受容率 
地域 調節係数 受容率(%) 
北海道・東北 0.650 25.6674 
関東 0.650 25.7929 
中部 0.670 25.4099 
近畿 0.660 25.5099 
中国 0.660 25.1639 
四国 0652 25.0249 
九州 0.655 25.0504 
全国 0.645 25.3559 
 
以上の，事前分布と調節係数を用いて MCMC 法によるベイズ推定を行うと事後分布は表のようになる． 
 
グラフ-3.6 事前分布と事後分布(北海道・東北) 
社会資本の生産性ν 民間資本減耗率δp 社会資本減耗率δg 
           
 
技術性ショックの持続性ρz 政府支出ショックの持続性ρg 社会資本減耗率ショックの持続性ρδg 
           
 
表-3.15 推定結果(北海道・東北) 
パラメータ 平均 標準偏差 90%信用区間 
社会資本の生産性ν 0.0172 0.083 -0.1223~0.1521 
民間資本減耗率δp 0.1049 0.010 0.0877~0.1209 
社会資本減耗率δg 0.0997 0.010 0.0826~0.1154 
技術性ショックの持続性ρz 0.8028 0.100 0.6421~0.9591 
政府支出ショックの持続性ρg 0.6701 0.099 0.5104~0.8287 
社会資本減耗率ショックの持続性ρδg 0.6023 0.099 0.4367~0.7606 
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グラフ-3.7 事前分布と事後分布(関東) 
社会資本の生産性ν 民間資本減耗率δp 社会資本減耗率δg 
           
 
技術性ショックの持続性ρz 政府支出ショックの持続性ρg 社会資本減耗率ショックの持続性ρδg 
           
 
表-3.16 推定結果(関東) 
パラメータ 記号 平均 標準偏差 90%信用区間 
社会資本の生産性 ν 0.0979 0.092 -0.0475~0.2508 
民間資本減耗率 δp 0.1064 0.010 0.0899~0.1234 
社会資本減耗率 δg 0.993 0.010 0.0834~0.1160 
技術性ショックの持続性 ρz 0.8651 0.092 0.7373~0.9913 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.6168 0.115 0.4251~0.8038 
社会資本減耗率ショックの持続性 ρδg 0.6000 0.101 0.4405~0.7695 
 
グラフ-3.8 事前分布と事後分布(中部) 
社会資本の生産性ν 民間資本減耗率δp 社会資本減耗率δg 
           
 
技術性ショックの持続性ρz 政府支出ショックの持続性ρg 社会資本減耗率ショックの持続性ρδg 
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表-3.17 推定結果(中部) 
パラメータ 記号 平均 標準偏差 90%信用区間 
社会資本の生産性 ν 0.1997 0.086 0.0520~0.3332 
民間資本減耗率 δp 0.1054 0.010 0.0886~0.1212 
社会資本減耗率 δg 0.0997 0.010 0.0836~0.1164 
技術性ショックの持続性 ρz 0.8653 0.087 0.7427~0.9835 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.5730 0.097 0.4140~0.7294 
社会資本減耗率ショックの持続性 ρδg 0.5946 0.100 0.4324~0.7604 
 
グラフ-3.9 事前分布と事後分布(近畿) 
社会資本の生産性ν 民間資本減耗率δp 社会資本減耗率δg 
           
 
技術性ショックの持続性ρz 政府支出ショックの持続性ρg 社会資本減耗率ショックの持続性ρδg 
           
 
表-3.18 推定結果(近畿) 
パラメータ 記号 平均 標準偏差 90%信用区間 
社会資本の生産性 ν 0.0098 0.071 -0.11069~0.1261 
民間資本減耗率 δp 0.1052 0.010 0.0887~0.1215 
社会資本減耗率 δg 0.0995 0.010 0.0828~0.1151 
技術性ショックの持続性 ρz 0.8502 0.091 0.7162~0.9843 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.6432 0.095 0.4960~0.8033 
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グラフ-3.10 事前分布と事後分布(中国) 
社会資本の生産性ν 民間資本減耗率δp 社会資本減耗率δg 
           
 
技術性ショックの持続性ρz 政府支出ショックの持続性ρg 社会資本減耗率ショックの持続性ρδg 
            
 
表-3.19 推定結果(中国) 
パラメータ 記号 平均 標準偏差 90%信用区間 
社会資本の生産性 ν 0.1732 0.092 0.0220~0..3180 
民間資本減耗率 δp 0.1040 0.010 0.0881~0.1207 
社会資本減耗率 δg 0.0995 0.010 0.0843~0.1167 
技術性ショックの持続性 ρz 0.8207 0.105 0.6661~0.9802 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.5875 0.098 0.4282~0.7556 
社会資本減耗率ショックの持続性 ρδg 0.5974 0.101 0.4361~0.7618 
 
グラフ-3.11 事前分布と事後分布(四国) 
社会資本の生産性ν 民間資本減耗率δp 社会資本減耗率δg 
           
 
技術性ショックの持続性ρz 政府支出ショックの持続性ρg 社会資本減耗率ショックの持続性ρδg 
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表-3.20 推定結果(四国) 
パラメータ 記号 平均 標準偏差 90%信用区間 
社会資本の生産性 ν 0.0223 0.083 -0.1086~0.1556 
民間資本減耗率 δp 0.1059 0.010 0.0895~0.1223 
社会資本減耗率 δg 0.0999 0.010 0.0841~0.1161 
技術性ショックの持続性 ρz 0.8590 0.092 0.7265~0.9932 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.6754 0.099 0.5139~0.8351 
社会資本減耗率ショックの持続性 ρδg 0.6029 0.100 0.4429~0.7677 
 
グラフ-3.12 事前分布と事後分布(九州) 
社会資本の生産性ν 民間資本減耗率δp 社会資本減耗率δg 
           
 
技術性ショックの持続性ρz 政府支出ショックの持続性ρg 社会資本減耗率ショックの持続性ρδg 




パラメータ 記号 平均 標準偏差 90%信用区間 
社会資本の生産性 ν 0.0757 0.088 -0.0732~0.2157 
民間資本減耗率 δp 0.1055 0.010 0.0894~0.1225 
社会資本減耗率 δg 0.1000 0.010 0.0831~0.1158 
技術性ショックの持続性 ρz 0.8471 0.101 0.7042~0.9925 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.6454 0.105 0.4780~0.8203 
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グラフ-3.13 事前分布と事後分布(全国) 
社会資本の生産性ν 民間資本減耗率δp 社会資本減耗率δg 
           
 
技術性ショックの持続性ρz 政府支出ショックの持続性ρg 社会資本減耗率ショックの持続性ρδg 
           
 
表-3.22 推定結果(全国) 
パラメータ 記号 平均 標準偏差 90%信用区間 
社会資本の生産性 ν 0.0600 0.084 -0.0734~0.1977 
民間資本減耗率 δp 0.1061 0.010 0.0903~0.1225 
社会資本減耗率 δg 0.0997 0.010 0.0827~0.1161 
技術性ショックの持続性 ρz 0.8524 0.097 0.7176~0.9904 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.6434 0.104 0.4822~0.8194 
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yt = 0.294041kt−1 + 0.016876kgt−1 + 0.889172zt−1 − 0.059738gt−1 − 0.001050δgt−1 + 1.107589ϵzt − 0.089148ϵgs − 0.001743ϵδgt 
ct = 0.453437kt−1 + 0.010884kgt−1 + 0.438170zt−1 − 0.346181gt−1 − 0.001392δgt−1 + 0.545802ϵzt − 0.516611ϵgs − 0.002311ϵδgt 
it = −0.038760kt−1 + 0.040164kgt−1 + 2.495088zt−1 − 2.085701gt−1 − 0.000497δgt−1 + 3.107983ϵzt − 3.112522ϵgs − 0.000826ϵδgt 
rt
k = −0.596993kt−1 + 0.012662kgt−1 + 0.627438zt−1 + 0.159052gt−1 − 0.000998δgt−1 + 0.781562ϵzt + 0.237356ϵgs −  0.001657ϵδgt 
kt = 0.891034kt−1 + 0.004213kgt−1 + 0.261735zt−1 − 0.218790gt−1 − 0.000052δgt−1 + 0.326027ϵzt − 0.326504ϵgs − 0.000087ϵδgt 
kgt = 0kt−1 + 0.900300kgt−1 + 0zt−1 + 0.724582gt−1 − 0.060049δgt−1 + 0ϵzt + 1.081305ϵgs − 0.099700ϵδgt 
zt = 0.8028zt−1 + ϵzt 
gt = 0.6701gt−1 + ϵgt 
δgt = 0.6023δgt−1 + ϵδgt 
 
関東 
yt = 0.292246kt−1 + 0.096183kgt−1 + 0.950136zt−1 + 0.081208gt−1 − 0.005944δgt−1 + 1.098296ϵzt + 0.131660ϵgs − 0.009907ϵδgt 
ct = 0.431029kt−1 + 0.057659kgt−1 + 0.512978zt−1 − 0.101722gt−1 − 0.007203δgt−1 + 0.592969ϵzt + − 0.164919ϵgs − 0.012005ϵδgt 
it = −0.075256kt−1 + 0.227965kgt−1 + 2.421849zt−1 − 1.927830gt−1 − 0.003163δgt−1 + 2.799502ϵzt − 3.125535ϵgs − 0.005271ϵδgt 
rt
k = −0.593347kt−1 + 0.071927kgt−1 + 0.692451zt−1 + 0.286329gt−1 − 0.005607δgt−1 + 0.800429ϵzt + 0.464217ϵgs − 0.009346ϵδgt 
kt = 0.885593kt−1 + 0.024255kgt−1 + 0.257685zt−1 − 0.205121gt−1 − 0.000336δgt−1 + 0.297867ϵzt − 0.332557ϵgs − 0.000561ϵδgt 
kgt = 0kt−1 + 0.900700kgt−1 + 0zt−1 + 1.520918gt−1 − 0.059580δgt−1 + 0ϵzt + 2.465821ϵgs − 0.099300ϵδgt 
zt = 0.8651zt−1 + ϵzt 
gt = 0.6168gt−1 + ϵgt 
δgt = 0.6000δgt−1 + ϵδgt 
中部 
yt = 0.292805kt−1 + 0.196022kgt−1 + 0.949828zt−1 + 0.160148gt−1 − 0.012077δgt−1 + 1.097686ϵzt + 0.279491ϵgs − 0.020311ϵδgt 
ct = 0.436183kt−1 + 0.118958kgt−1 + 0.519471zt−1 + 0.015426gt−1 − 0.014717δgt−1 + 0.600336ϵzt + 0.026922ϵgs − 0.024750ϵδgt 
it = −0.069384kt−1 + 0.466695kgt−1 + 2.430214zt−1 − 1.771596gt−1 − 0.006846δgt−1 + 2.808522ϵzt − 3.091791ϵgs − 0.011513ϵδgt 
rt
k = −0.594482kt−1 + 0.146833kgt−1 + 0.693683zt−1 + 0.346875gt−1 − 0.011355δgt−1 + 0.801668ϵzt + 0.605366ϵgs − 0.019097ϵδgt 
kt = 0.887287kt−1 + 0.049190kgt−1 + 0.256145zt−1 − 0.186726gt−1 − 0.000722δgt−1 + 0.296018ϵzt − 0.325875ϵgs −  0.001213ϵδgt 
kgt = 0kt−1 + 0.900300kgt−1 + 0zt−1 + 1.110506gt−1 − 0.059282δgt−1 + 0ϵzt + 1.938057ϵgs − 0.099700ϵδgt 
zt = 0.8653zt−1 + ϵzt 
gt = 0.5730gt−1 + ϵgt 
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近畿 
yt = 0.292831kt−1 + 0.009620kgt−1 + 0.935488zt−1 −  0.058216gt−1 − 0.000595δgt−1 + 1.100315ϵzt − 0.090509ϵgs − 0.000994ϵδgt 
ct = 0.435976kt−1 + 0.005830kgt−1 + 0.490005zt−1 − 0.302565gt−1 − 0.000729δgt−1 −  0.000729ϵzt − 0.470406ϵgs − 0.001218ϵδgt 
it = −0.070646kt−1 + 0.022915kgt−1 + 2.456738zt−1 − 2.034666gt−1 − 0.000321δgt−1 + 2.889600ϵzt − 3.163348ϵgs − 0.000537ϵδgt 
rt
k = −0.594537kt−1 + 0.007210kgt−1 + 0.677039zt−1 + 0.155831gt−1 − 0.000561δgt−1 + 0.796329ϵzt + 0.242275ϵgs − 0.000937ϵδgt 
kt = 0.887368kt−1 + 0.002411kgt−1 + 0.258449zt−1 −  0.214047gt−1 − 0.000034δgt−1 + 0.303986ϵzt − 0.332784ϵgs − 0.000056ϵδgt 
kgt = 0kt−1 + 0.900500kgt−1 + 0zt−1 + 1.267334gt−1 + −0.059571δgt−1 + 0ϵzt + 1.970358ϵgs + 0.099500ϵδgt 
zt = 0.8502zt−1 + ϵzt 
gt = 0.6432gt−1 + ϵgt 
δgt = 0.5987δgt−1 + ϵδgt 
 
中国 
yt = 0.293712kt−1 + 0.169910kgt−1 + 0.906365zt−1 + 0.076232gt−1 − 0.010487δgt−1 + 1.104380ϵzt + 0.129756ϵgs − 0.017555ϵδgt 
ct = 0.445539kt−1 + 0.105929kgt−1 + 0.451473zt−1 − 0.088402gt−1 − 0.013267δgt−1 + 0.550108ϵzt − 0.150471ϵgs − 0.022208ϵδgt 
it = −0.057330kt−1 + 0.406279kgt−1 + 2.496061zt−1 − 1.889288gt−1 − 0.005599δgt−1 + 3.041380ϵzt − 3.215809ϵgs − 0.009372ϵδgt 
rt
k = −0.596325kt−1 + 0.127657 kgt−1 + 0.646774zt−1 + 0.272718gt−1 − 0.009905δgt−1 + 0.788077ϵzt + 0.464200ϵgs − 0.016580ϵδgt 
kt = 0.890038kt−1 + 0.042253kgt−1 + 0.259590zt−1 − 0.196486gt−1 − 0.000582δgt−1 + 0.316304ϵzt − 0.334444ϵgs + −0.000975ϵδgt 
kgt = 0kt−1 + 0.900500kgt−1 + 0zt−1 + 0.814504gt−1 − 0.059441δgt−1 + 0ϵzt + 1.386390ϵgs − 0.099500ϵδgt 
zt = 0.8207zt−1 + ϵzt 
gt = 0.5875gt−1 + ϵgt 
δgt = 0.5974δgt−1 + ϵδgt 
 
四国 
yt = 0.293461kt−1 + 0.022078kgt−1 + 0.944154zt−1 − 0.055764gt−1 − 0.001225δgt−1 + 1.099131ϵzt − 0.082565ϵgs − 0.002031ϵδgt 
ct = 0.447540kt−1 + 0.014477kgt−1 + 0.530082zt−1 − 0.343114gt−1 − 0.001654δgt−1 + 0.617092ϵzt − 0.508016ϵgs − 0.002743ϵδgt 
it = −0.045561kt−1 + 0.051067kgt−1 + 2.436647zt−1 − 2.078308gt−1 − 0.000418δgt−1 + 2.836609ϵzt − 3.077152ϵgs − 0.000693ϵδgt 
rt
k = −0.595814kt−1 + 0.016670kgt−1 + 0.686113zt−1 + 0.164328gt−1 − 0.001180δgt−1 + 0.798734ϵzt + 0.243305ϵgs − 0.001958ϵδgt 
kt = 0.889275kt−1 + 0.005408kgt−1 + 0.258041zt−1 − 0.220093gt−1 − 0.000044δgt−1 + 0.300397ϵzt − 0.325870ϵgs − 0.000073ϵδgt 
kgt = 0kt−1 + 0.910000kgt−1 + 0zt−1 + 0.756335gt−1 − 0.054261δgt−1 + 0ϵzt + 1.119833ϵgs − 0.090000ϵδgt 
zt = 0.8590zt−1 + ϵzt 
gt = 0.6754gt−1 + ϵgt 
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九州 
yt = 0.293382kt−1 + 0.074318kgt−1 + 0.938028zt−1 − 0.010002gt−1 − 0.004627δgt−1 + 1.100455ϵzt − 0.015545ϵgs − 0.007675ϵδgt 
ct = 0.446944kt−1 + 0.047161kgt−1 + 0.516792zt−1 − 0.243840gt−1 − 0.006019δgt−1 + 0.606278ϵzt − 0.378986ϵgs − 0.009985ϵδgt 
it = −0.045852kt−1 + 0.176096kgt−1 + 2.445604zt−1 + −2.033568gt−1 − 0.002202δgt−1 + 2.869080ϵzt − 3.160659ϵgs − 0.003654ϵδgt 
rt
k = −0.595654kt−1 + 0.055635kgt−1 + 0.678549zt−1 + 0.205760gt−1 − 0.004393δgt−1 + 0.796046ϵzt + 0.319800ϵgs − 0.007288ϵδgt 
kt = 0.889035kt−1 + 0.018684kgt−1 + 0.259479zt−1 − 0.215762gt−1 − 0.000234δgt−1 + 0.304409ϵzt − 0.335346ϵgs − 0.000388ϵδgt 
kgt = 0kt−1 + 0.900300kgt−1 + 0zt−1 + 0.808446gt−1 − 0.060099δgt−1 + 0ϵzt + 1.256521ϵgs − 0.099700ϵδgt 
zt = 0.8471zt−1 + ϵzt 
gt = 0.6454gt−1 + ϵgt 
δgt = 0.5984δgt−1 + ϵδgt 
 
全国 
yt = 0.292756kt−1 + 0.058913kgt−1 + 0.938020zt−1 − 0.002462gt−1 − 0.003671δgt−1 + 1.100446ϵzt − 0.003827ϵgs − 0.006089ϵδgt 
ct = 0.437571kt−1 + 0.036098kgt−1 + 0.500018zt−1 − 0.230133gt−1 − 0.004586δgt−1 + 0.586600ϵzt − 0.357683ϵgs − 0.007608ϵδgt 
it = −0.063706kt−1 + 0.139793kgt−1 + 2.445381zt−1 − 2.019030gt−1 − 0.001844δgt−1 + 2.868818ϵzt − 3.138064ϵgs − 0.003060ϵδgt 
rt
k = −0.594384kt−1 + 0.044081kgt−1 + 0.678565zt−1 + 0.211757gt−1 − 0.003475δgt−1 + 0.796064ϵzt + 0.329122ϵgs − 0.005765ϵδgt 
kt = 0.887141kt−1 + 0.014832kgt−1 + 0.259455zt−1 − 0.214219gt−1 − 0.000196δgt−1 + 0.304382ϵzt − 0.332949ϵgs − 0.000325ϵδgt 
kgt = 0kt−1 + 0.900300kgt−1 + 0zt−1 + 1.137167gt−1 − 0.060099δgt−1 + 0ϵzt + 1.767434ϵgs −  0.099700ϵδgt 
zt = 0.8524zt−1 + ϵzt 
gt = 0.6434gt−1 + ϵgt 
δgt = 0.6028δgt−1 + ϵδgt 
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4.2 シナリオ 1 
4.3 シナリオ 2 
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図-4.1 シナリオ 1 
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グラフ-4.1 シナリオ 1(全地域) 
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表-4.1 シナリオ 1(全地域) 






















地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 29 0 72
関東 48 0 53
中部 56 0 45
近畿 20 0 81
中国 55 0 46
四国 33 0 68
九州 46 0 55
全国 43 0 58
地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 26 0 75
関東 46 0 55
中部 53 0 48
近畿 19 0 82
中国 52 0 49
四国 31 0 70
九州 43 0 58
全国 40 0 61
地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 23 0 78
関東 39 0 62
中部 46 0 55
近畿 18 0 83
中国 45 0 56
四国 27 0 74
九州 38 0 63
全国 35 0 66
地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 5 14 82
関東 7 40 54
中部 7 48 46
近畿 3 0 98
中国 7 48 46
四国 6 19 76
九州 7 38 56
全国 7 34 60
地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 34 0 67
関東 53 0 48
中部 61 0 40
近畿 24 0 77
中国 61 0 40
四国 38 0 63
九州 51 0 50
全国 48 0 53
地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 55 0 46
関東 55 0 46
中部 55 0 46
近畿 55 0 46
中国 55 0 46
四国 55 0 46
九州 55 0 46
全国 55 0 46
第 4章 インパルスレスポンス分析
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4.3 シナリオ 2  
 




本ストック額分だけ，公共投資対 GDP を増加させるように政府支出ショックを増加させる．(図-2) 
 
 
図-2 シナリオ 2 
 第 2章で構築した線形近似した社会資本の推移式以下の通りである． 
 
k̂gt + δgδ̂gt −
y
kg































北海道・東北 0.0997 1.0900092 0.091467 
関東 0.0993 2.5455248 0.03901 
中部 0.0997 1.9844824 0.05024 
近畿 0.0995 1.9949909 0.049875 
中国 0.0995 1.4054482 0.070796 
四国 0.0999 1.2581762 0.079401 
九州 0.1000 1.2851337 0.077813 
全国 0.0997 1.8053983 0.055223 
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グラフ 4.3(全国) 
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表-4.3 政府支出増加による各変数のインパルスレスポンス(全国) 
変数 負の期間 正の期間 定常状態 
消費 9 39 53 
GDP 0 45 56 
民間投資 5 17 79 
資本レンタル料 18 28 55 
民間資本 13 41 47 
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グラフ 4.4(全地域) 
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地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 35 0 66
関東 25 0 76
中部 34 0 67
近畿 28 0 73
中国 34 0 67
四国 32 0 69
九州 30 0 71
全国 27 0 74
地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 31 0 70
関東 21 0 80
中部 32 0 69
近畿 25 0 76
中国 31 0 70
四国 29 0 72
九州 26 0 75
全国 23 0 78
地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 12 0 89
関東 8 0 93
中部 21 0 80
近畿 10 0 91
中国 12 0 89
四国 11 0 90
九州 9 0 92
全国 9 0 92
地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 0 38 63
関東 0 28 73
中部 0 35 66
近畿 0 31 70
中国 0 36 65
四国 0 36 65
九州 0 33 68
全国 0 30 71
地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 41 0 60
関東 31 0 70
中部 41 0 60
近畿 34 0 67
中国 40 0 61
四国 38 0 63
九州 35 0 66
全国 32 0 69
地方 負の期間 正の期間 定常状態の期間
北海道・東北 0 42 59
関東 3 15 83
中部 31 0 70
近畿 1 36 64
中国 25 0 76
四国 1 46 54
九州 1 36 64
全国 1 35 65
第 4章 インパルスレスポンス分析
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パラメータ名 記号 分布 平均値 標準偏差 
技術性ショックの誤差項 ϵz 逆ガンマ 0.1 0.1 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 逆ガンマ 0.1 0.1 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 逆ガンマ 0.1 0.1 
消費の観測誤差 ηc 逆ガンマ 0.1 0.1 
GDP の観測誤差 ηy 逆ガンマ 0.1 0.1 
民間投資の観測誤差 ηi 逆ガンマ 0.1 0.1 
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ショックの誤差項と観測誤差の事前分布と事後分布(北海道・東北) 
技術性ショックの誤差項 政府支出ショックの誤差項 社会資本減耗率ショックの誤差項 
           
 
消費の観測誤差 GDP の観測誤差 民間投資の観測誤差 
           
 




パラメータ名 記号 平均値 90%信用区間 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.0227 0.0168~0.0285 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.0227 0.0168~0.0288 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.0896 0.0219~0.1677 
消費の観測誤差 ηc 0.0288 0.0216~0.0355 
GDP の観測誤差 ηy 0.0229 0.0168~0.0290 
民間投資の観測誤差 ηi 0.0359 0.0221~0.0494 
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ショックの誤差項と観測誤差の事前分布と事後分布(関東) 
技術性ショックの誤差項 政府支出ショックの誤差項 社会資本減耗率ショックの誤差項 
           
 
消費の観測誤差 GDP の観測誤差 民間投資の観測誤差 
           
 




パラメータ名 記号 平均値 90%信用区間 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.0226 0.0166~0.0284 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.0219 0.0161~0.0281 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.0712 0.0249~0.1221 
消費の観測誤差 ηc 0.0357 0.0265~0.0444 
GDP の観測誤差 ηy 00241 0.0174~0.0308 
民間投資の観測誤差 ηi 0.0369 0.0220~0.0509 
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ショックの誤差項と観測誤差の事前分布と事後分布(中部) 
技術性ショックの誤差項 政府支出ショックの誤差項 社会資本減耗率ショックの誤差項 
           
消費の観測誤差 GDP の観測誤差 民間投資の観測誤差 
           




パラメータ名 記号 平均値 90%信用区間 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.0235 0.0172~0.0298 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.0229 0.0164~0.0279 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.0797 0.0257~0.1440 
消費の観測誤差 ηc 0.0269 0.0201~0.0335 
GDP の観測誤差 ηy 0.0258 0.0185~0.0330 
民間投資の観測誤差 ηi 0.0375 0.0225~0.0524 
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ショックの誤差項と観測誤差の事前分布と事後分布(近畿) 
技術性ショックの誤差項 政府支出ショックの誤差項 社会資本減耗率ショックの誤差項 
           
 
消費の観測誤差 GDP の観測誤差 民間投資の観測誤差 
           





パラメータ名 記号 平均値 90%信用区間 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.0226 0.0164~0.0284 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.0222 0.0163~0.0284 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.858 0.0238~0.1574 
消費の観測誤差 ηc 0.0240 0.0182~0.0299 
GDP の観測誤差 ηy 0.0230 0.0169~0.0290 
民間投資の観測誤差 ηi 0.0352 0.0208~0.0483 
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ショックの誤差項と観測誤差の事前分布と事後分布(中国) 
技術性ショックの誤差項 政府支出ショックの誤差項 社会資本減耗率ショックの誤差項 
           
 
消費の観測誤差 GDP の観測誤差 民間投資の観測誤差 
           
 




パラメータ名 記号 平均値 90%信用区間 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.0230 0.0164~0.0288 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.0228 0.0167~0.0286 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.0832 0.0233~0.1531 
消費の観測誤差 ηc 0.0323 0.0244~0.0405 
GDP の観測誤差 ηy 0.0246 0.0180~0.0314 
民間投資の観測誤差 ηi 0.0390 0.0229~0.0547 
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ショックの誤差項と観測誤差の事前分布と事後分布(四国) 
技術性ショックの誤差項 政府支出ショックの誤差項 社会資本減耗率ショックの誤差項 
           
 
消費の観測誤差 GDP の観測誤差 民間投資の観測誤差 
           




パラメータ名 記号 平均値 90%信用区間 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.0228 0.0165~0.0288 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.0233 0.0171~0.0297 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.0885 0.0235~0.1633 
消費の観測誤差 ηc 0.0419 0.0316~0.0516 
GDP の観測誤差 ηy 0.0234 0.0170~0.0295 
民間投資の観測誤差 ηi 0.0360 0.0215~0.0490 
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ショックの誤差項と観測誤差の事前分布と事後分布(九州) 
技術性ショックの誤差項 政府支出ショックの誤差項 社会資本減耗率ショックの誤差項 
           
消費の観測誤差 GDP の観測誤差 民間投資の観測誤差 
           




パラメータ名 記号 平均値 90%信用区間 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.0219 0.0162~0.0280 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.0227 0.0166~0.0284 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.0836 0.0239~0.1564 
消費の観測誤差 ηc 0.0413 0.0311~0.0509 
GDP の観測誤差 ηy 0.0230 0.0171~0.0290 
民間投資の観測誤差 ηi 0.0373 0.0225~0.0519 
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ショックの誤差項と観測誤差の事前分布と事後分布(全国) 
技術性ショックの誤差項 政府支出ショックの誤差項 社会資本減耗率ショックの誤差項 
           
 
消費の観測誤差 GDP の観測誤差 民間投資の観測誤差 
           
 





パラメータ名 記号 平均値 90%信用区間 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.0225 0.0164~0.0283 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.0222 0.0163~0.0281 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.0885 0.0226~0.1511 
消費の観測誤差 ηc 0.0316 0.0241~0.0396 
GDP の観測誤差 ηy 0.0233 0.0169~0.0296 
民間投資の観測誤差 ηi 0.0360 0.0217~0.0499 


























 (SE(θA̅̅ ̅))と(SE(θB̅̅ ̅))はそれぞれ，θAとθB̅̅ ̅の標準偏差を示している．これは，最初からMA個のサンプ
ルと最後からMB個のサンプルの平均の差の検定統計量であり，θの burn-in 以降の M個のサンプルが事
後分布からのサンプルに収束していれば，平均に差は無いはずである．本研究ではMA = 0.2M，MB =




パラメータ名 記号 4% p値 8% p値 15% p値 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.633 0.646 0.591 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.690 0.673 0.671 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.172 0.214 0.202 
消費の観測誤差 ηc 0.411 0.398 0.385 
GDP の観測誤差 ηy 0.060 0.027 0.016 
民間投資の観測誤差 ηi 0.898 0.904 0.912 
公共投資対 GDP の観測誤差 ηg 0.021 0.014 0.008 
社会資本の生産性 ν 0.790 0.812 0.832 
民間資本減耗率 δp 0.814 0.800 0.785 
社会資本減耗率 δg 0.927 0.924 0.911 
生産性技術ショックの持続性 ρz 0.730 0.747 0.765 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.129 0.132 0.109 
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表-11 Geweke(1992)による収束判定(関東) 
パラメータ名 記号 4% p値 8% p値 15% p値 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.040 0.036 0.037 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.678 0.661 0.667 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.745 0.760 0.769 
消費の観測誤差 ηc 0.867 0.858 0.840 
GDP の観測誤差 ηy 0.812 0.806 0.798 
民間投資の観測誤差 ηi 0.454 0.433 0.439 
公共投資対 GDP の観測誤差 ηg 0.345 0.282 0.223 
社会資本の生産性 ν 0.378 0.382 0.345 
民間資本減耗率 δp 0.832 0.835 0.819 
社会資本減耗率 δg 0.356 0.380 0.406 
生産性技術ショックの持続性 ρz 0.616 0.631 0.626 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.264 0.27 0.275 
社会資本減耗率ショックの持続性 ρδg 0.257 0.278 0.254 
 
表-12 Geweke(1992)による収束判定(中部) 
パラメータ名 記号 4% p値 8% p値 15% p値 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.999 0.999 0.999 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.664 0.661 0.603 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.950 0.952 0.951 
消費の観測誤差 ηc 0.637 0.639 0.663 
GDP の観測誤差 ηy 0.904 0.898 0.878 
民間投資の観測誤差 ηi 0.136 0.147 0.090 
公共投資対 GDP の観測誤差 ηg 0.638 0.658 0.678 
社会資本の生産性 ν 0.746 0.735 0.679 
民間資本減耗率 δp 0.811 0.805 0.810 
社会資本減耗率 δg 0.032 0.027 0.011 
生産性技術ショックの持続性 ρz 0.567 0.571 0.536 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.769 0.751 0.742 
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表-13 Geweke(1992)による収束判定(近畿) 
パラメータ名 記号 4% p値 8% p値 15% p値 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.411 0.459 0.511 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.722 0.718 0.690 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.182 0.213 0.207 
消費の観測誤差 ηc 0.360 0.338 0.331 
GDP の観測誤差 ηy 0.977 0.978 0.977 
民間投資の観測誤差 ηi 0.473 0.486 0.459 
公共投資対 GDP の観測誤差 ηg 0.346 0.275 0.232 
社会資本の生産性 ν 0.465 0.404 0.293 
民間資本減耗率 δp 0.461 0.471 0.428 
社会資本減耗率 δg 0.971 0.969 0.965 
生産性技術ショックの持続性 ρz 0.912 0.903 0.887 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.892 0.884 0.875 
社会資本減耗率ショックの持続性 ρδg 0.782 0.786 0.803 
 
表-14 Geweke(1992)による収束判定(中国) 
パラメータ名 記号 4% p値 8% p値 15% p値 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.818 0.811 0.802 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.489 0.474 0.452 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.423 0.429 0.439 
消費の観測誤差 ηc 0.58 0.549 0.517 
GDP の観測誤差 ηy 0.242 0.165 0.165 
民間投資の観測誤差 ηi 0.267 0.226 0.218 
公共投資対 GDP の観測誤差 ηg 0.410 0.400 0.330 
社会資本の生産性 ν 0.378 0.379 0.390 
民間資本減耗率 δp 0.689 0.696 0.698 
社会資本減耗率 δg 0.504 0.466 0.426 
生産性技術ショックの持続性 ρz 0.807 0.808 0.788 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.427 0.380 0.355 
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表-15 Geweke(1992)による収束判定(四国) 
パラメータ名 記号 4% p値 8% p値 15% p値 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.150 0.159 0.147 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.340 0.363 0.300 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.622 0.639 0.594 
消費の観測誤差 ηc 0.783 0.771 0.713 
GDP の観測誤差 ηy 0.794 0.775 0.739 
民間投資の観測誤差 ηi 0.128 0.151 0.176 
公共投資対 GDP の観測誤差 ηg 0.811 0.802 0.769 
社会資本の生産性 ν 0.705 0.712 0.721 
民間資本減耗率 δp 0.292 0.299 0.272 
社会資本減耗率 δg 0.852 0.836 0.837 
生産性技術ショックの持続性 ρz 0.238 0.212 0.112 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.936 0.939 0.936 
社会資本減耗率ショックの持続性 ρδg 0.115 0.105 0.086 
 
表-16 Geweke(1992)による収束判定(九州) 
パラメータ名 記号 4% p値 8% p値 15% p値 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.005 0.004 0.001 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.037 0.034 0.051 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.841 0.839 0.840 
消費の観測誤差 ηc 0.665 0.676 0.675 
GDP の観測誤差 ηy 0.178 0.228 0.303 
民間投資の観測誤差 ηi 0.532 0.561 0.603 
公共投資対 GDP の観測誤差 ηg 0.171 0.167 0.157 
社会資本の生産性 ν 0.408 0.371 0.341 
民間資本減耗率 δp 0.588 0.568 0.527 
社会資本減耗率 δg 0.602 0.566 0.519 
生産性技術ショックの持続性 ρz 0.961 0.959 0.950 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.512 0.492 0.445 
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表-17 Geweke(1992)による収束判定(全国) 
パラメータ名 記号 4% p値 8% p値 15% p値 
技術性ショックの誤差項 ϵz 0.432 0.365 0.386 
政府支出ショックの誤差項 ϵg 0.379 0.352 0.311 
社会資本減耗率ショックの誤差項 ϵδg 0.204 0.256 0.240 
消費の観測誤差 ηc 0.523 0.531 0.513 
GDP の観測誤差 ηy 0.320 0.243 0.199 
民間投資の観測誤差 ηi 0.343 0.330 0.361 
公共投資対 GDP の観測誤差 ηg 0.214 0.166 0.098 
社会資本の生産性 ν 0.833 0.851 0.849 
民間資本減耗率 δp 0.164 0.219 0.249 
社会資本減耗率 δg 0.177 0.185 0.131 
生産性技術ショックの持続性 ρz 0.277 0.265 0.219 
政府支出ショックの持続性 ρg 0.512 0.496 0.405 
社会資本減耗率ショックの持続性 ρδg 0.690 0.699 0.682 
 
